
令和６年度介護保険制度
改正における留意事項

本荘由利広域市町村圏組合
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資料１

令和６年３月７日（木）

本荘由利広域総合ケア会議
介護支援専門員研修会



令和３年度介護報酬改定における改定事
項（令和５年度末経過措置終了分）
• １．感染症対策の強化

• 【全サービス★】

• 介護サービス事業者に、感染症の発生及びまん延等に関する取組の
徹底を求める観点から、以下の取組を義務化。

• ア施設系サービスについて、現行の委員会の開催、指針の整備、研
修の実施等に加え、訓練（シミュレーション）の実施等。

• イその他のサービス（訪問系サービス、通所系サービス、短期入所
系サービス、多機能系サービス、福祉用具貸与、居宅介護支援、居
住系サービス）について、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、
訓練（シミュレーション）の実施等。

（凡例）★：介護予防についても同様
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令和３年度介護報酬改定における改定事
項（令和５年度末経過措置終了分）
•２．業務継続に向けた取組の強化

•【全サービス★】

• 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービス
が継続的に提供できる体制を構築する観点から、全ての介護
サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策定、研
修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を義務化。

（凡例）★：介護予防についても同様
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令和３年度介護報酬改定における改定事
項（令和５年度末経過措置終了分）
• 令和６年度介護報酬改定予定

• ④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入

• 【全サービス（居宅療養管理指導★、特定福祉用具販売★を除く。）】

• 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築するため、業

務継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画

が未策定の場合、基本報酬を減算する。（当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずることも必要）

• その際、一定の経過措置を設ける観点から、令和７年３月31日までの間、感染症の予防及びまん延防止のため

の指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、減算を適用しないこととする。

• なお、訪問系サービス、福祉用具貸与、居宅介護支援については、令和３年度介護報酬改定において感染症の

予防及びまん延防止のための指針の整備が義務付けられてから間もないこと及び非常災害に関する具体的計画

の策定が求められていないことを踏まえ、令和７年３月31日までの間、これらの計画の策定を行っていない場

合であっても、減算を適用しないこととする。

（凡例）★：介護予防についても同様
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令和３年度介護報酬改定における改定事
項（令和５年度末経過措置終了分）

•３．認知症介護基礎研修の受講の義務づけ

•【全サービス（無資格者がいない訪問系サービス（訪問入浴介
護を除く）、福祉用具貸与、居宅介護支援を除く）★】

• 認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の
人の尊厳の保障を実現していく観点から、介護に関わる全ての
者の認知症対応力を向上させていくため、介護サービス事業者
に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有
さない者について、認知症基礎研修を受講させるために必要な
措置を講じることを義務化。

（凡例）★：介護予防についても同様
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令和３年度介護報酬改定における改定事
項（令和５年度末経過措置終了分）

•４．高齢者虐待防止の推進

•【全サービス★】

• 利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生又
はその再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修
の実施、担当者を定めることを義務化。

（凡例）★：介護予防についても同様
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令和３年度介護報酬改定における改定事
項（令和５年度末経過措置終了分）
• 令和６年度介護報酬改定予定

• ①高齢者虐待防止の推進

• 【全サービス（居宅療養管理指導★、特定福祉用具販売★を除く。）】

• 利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、全ての介護
サービス事業者（居宅療養管理指導及び特定福祉用具販売を除く。）につ
いて、虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はそ
の再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者
を定めること）が講じられていない場合に、基本報酬を減算する。その際、
福祉用具貸与については、そのサービス提供の態様が他サービスと異なる
こと等を踏まえ、3年間の経過措置期間を設けることとする。

（凡例）★：介護予防についても同様
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令和３年度介護報酬改定における改定事
項（令和５年度末経過措置終了分）

•５．施設系サービスにおける口腔衛生管理の強化

•【施設系サービス】

• 口腔衛生管理体制を確保するよう促すとともに、入所者の状態

に応じた丁寧な口腔衛生管理を更に充実させる観点から、以下

の内容を義務化。

• 口腔衛生管理体制加算を廃止し、同加算の算定要件の取組を一

定緩和した上で、基本サービスとして、口腔衛生管理体制を整

備し、入所者ごとの状態に応じた口腔衛生の管理を行うこと。
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令和３年度介護報酬改定における改定事
項（令和５年度末経過措置終了分）
• ６．施設系サービスにおける栄養ケア・マネジメントの充実

• 【施設系サービス】

• 栄養ケア・マネジメントの取組を一層強化する観点から、以下の見直し。

• 「入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むこと
ができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければ
ならない」ことを運営基準に規定。

• 各サービスの基準に定める栄養士又は管理栄養士の員数若しくは「栄養管
理」に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌々月から基
準を満たさない状況が解決されるに至った月まで、入所者全員について減
算する。
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•７．運営規程の変更について

• 令和6年3月31日まで「定めておくよう努める」となっていた経
過措置期間が終了し、運営規程に「虐待の防止のための措置に
関する事項」を「定めなければならない」ことになります。

• 運営規程を変更した際には、速やかに指定権者に対し、変更届
の提出をしてください。

• なお、令和６年度法改正により、介護サービス事業者は、原則
として重要事項等の情報を ウェブサイト（法人のホームページ
等又は情報公表システム上）に掲載・公表しなければならない
ことになります。（令和７年３月３１日までの経過措置あり）

令和３年度介護報酬改定における改定事
項（令和５年度末経過措置終了分）
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加算等の届出について

• 地域密着型サービス及び居宅介護支援、総合事業等、本荘由利
広域市町村圏組合が指定権者となっているサービスにつきまし
ては、当組合のホームページの様式が令和６年度版に変更と
なってから新たな様式にて提出くださいますようお願いいたし
ます。

• 令和６年４月より加算を算定する場合には、指定期日までに届
出を提出してください。添付資料等はホームページに掲載しま
す。（指定期日は後日連絡いたします）

• ※ホームページ掲載の際には、改めてご連絡いたします。
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令和６年４月と５月は、
令和５年度と同様の区
分の処遇改善加算とな
りますので、６月以降
の新加算とは別に計画
書の提出が必要です。
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令和６年６月から
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令和６年６月から



要介護認定調査票の変更について

• 令和６年４月１日申請分より要介護認定調査票が変更となりま
す。要介護認定調査票等を書き損じ用にストックしている場合
には、令和６年４月以降に由利本荘市役所又はにかほ市役所介
護保険担当窓口にて新たな様式を印刷していただくことで対応
してください。（変更部分は、調査票1枚目への施設等利用欄
の、「介護療養型医療施設」の削除となります。）

「介護療養型医療施設」を削除
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介護予防支援事業所の指定について

• 令和６年４月１日より指定居宅介護支援事業所が、指定介護予
防支援事業所としての指定を受けることができるようになりま
す。

• 指定申請書等の受付期間は年２回となります。

希望する指定予定日 指定申請書等提出締切り日

４月１日～９月１日 １月末

１０月１日～３月１日 ７月末
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介護予防支援と介護予防ケアマネジメン
トについて

利用者区分 サービス利用パターン例 プラン

事業対象者

事業（訪問型サービス）のみ 介護予防ケアマネジメント

事業（通所型サービス）のみ 介護予防ケアマネジメント

事業（訪問型サービスと通所型サービス） 介護予防ケアマネジメント

要支援1

給付のみ 介護予防支援

給付＋事業（訪問型サービス） 介護予防支援

給付＋事業（通所型サービス） 介護予防支援

事業（訪問型サービスと通所型サービス） 介護予防ケアマネジメント

要支援2

給付のみ 介護予防支援

給付＋事業（訪問型サービス） 介護予防支援

給付＋事業（通所型サービス） 介護予防支援

事業（訪問型サービスと通所型サービス） 介護予防ケアマネジメント

給付サービス
を利用すると
介護予防支援
になります。
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介護予防サービス計画作成（介護予防ケアマ
ネジメント）依頼（変更）・自己作成届出書
の様式変更について
• 令和６年４月１日より指定居宅介護支援事業所が、指定介護予
防支援事業所としての指定を受けることができることに対応す
るため、介護予防サービス計画作成（介護予防ケアマネジメン
ト）依頼（変更）・自己作成届出書の様式を変更いたします。

• 令和６年４月１日以降に届出を行う際には、新たな様式にて届
出を行ってください。

• 様式は、令和６年４月１日にホームページに掲載いたします。
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福祉用具購入対象種目の変更について
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福祉用具購入対象種目の変更について

• 令和６年４月より利用者の過度な負担を軽減しつつ、制度の持続可能性の確保を
図るとともに、福祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全を確保する観点から、
一部の福祉用具について貸与と販売の選択制を導入されます。具体的には、要介
護度に関係なく給付が可能な福祉用具のうち、比較的廉価で、購入した方が利用
者の負担が抑えられる者の割合が相対的に高い、固定用スロープ、歩行器（歩行
車を除く）、単点杖（松葉づえを除く）及び多点杖が対象となります。

• 選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員又は介護支援専
門員が、福祉用具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できるこ
とについて、利用者等に対し、メリット及びデメリットを含め十分説明を行うこ
ととするとともに、利用者の選択に当たって必要な情報を提供すること及び医師
や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏まえ、提案を行うことが必要です。
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令和６年８月から
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